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【要望書】テロ等準備罪（共謀罪）法案の廃案を求めます 

 

国際婦人年連絡会は 1975 年以来、国連の推進する「平和・開発・平等」を実現するため

に活動している NGO 組織で、国内女性 34 団体によって構成されています。 

 今国会で審議中のテロ等準備罪（共謀罪）法案について、私たちは下記の理由によりそ

の提出に反対する２月 28 日付要望書を安倍首相に提出しました。同法案の衆議院での審議

で、それらの問題点は何ら解決されないことが明らかになりました。メディアの世論調査

でも、国民の圧倒的多数が「説明が不十分」としています。参議院では、慎重審議のうえ

同法案を廃案にされますよう、強く要望いたします。 

≪2 月 28 日付要望書要旨採録≫ 

政府は、国連の国際組織犯罪防止条約（ＴＯＣ 条約）を批准するためにこの法律が必要

だと説明しています。しかし、同条約は経済的支配をするマフィアを取り締まるための条

約で、テロとは関係ありません。同条約の立法ガイドでは、条約批准に共謀罪の導入は必

要なく、組織犯罪集団への有効な措置が講じられていればよいとしています。 

 政府はまた、東京五輪の開催にテロ対策が必要だと不安をあおっていますが、テロには

現行法で十分対応できます。現行法でテロないしテロに関係ある犯罪としては、殺人予備

罪など刑法犯のほか、破壊活動防止法など特別法によるものなど 70 以上があります。 

 「話し合っただけ」を犯罪とすることは、物的証拠がないことから、多くのえん罪や自

白強要、立証のための盗聴、尾行など、プライバシーの侵害、内心の自由の侵害、表現の

自由の萎縮など、人権侵害を生む危険があります。そもそも「何を」話し合うと処罰され

るのかの限定がなく、適用対象を「組織的犯罪集団」としても、「一般人は対象とならない」

どころか、「正当に活動する団体」も捜査当局の判断次第で対象とされることが国会で明ら

かになるなど、歯止めのない危険な内容です。  

 日本の刑事手続きは、戦前の治安維持法下の拷問などの反省から、「内心や思想」ではな

く「行為」を処罰する、そして行為も「既遂」の処罰を原則としてきました。憲法が思想、

良心、信条、表現の自由を保障し、法定手続きや詳細な刑事手続きを定めているのは、警

察・国家権力が刑事手続きを利用して人権侵害を繰り返さないようにするためです。 

 「共謀罪」の創設は、憲法で定められた国民の基本的人権を侵害し、女性団体を含む市

民団体や労働組合の運動を抑圧し、かつての治安維持法による監視・密告社会を再来させ

るものであり、断じて許されません。 


